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別紙 

 

児童虐待・ＤＶ事例における児童手当関係事務の細部措置要領 

 

１ 用語の定義 

  この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 都道府県からの通知 

  児童虐待・ＤＶ事例における児童手当関係事務処理について（雇児発０３

３１第⒋号。平成２４年３月３１日。以下「厚生労働省通知」という。）別

紙様式１又は別紙様式３に規定する通知をいう。 

(2) 当事者 

  都道府県からの通知のうち、別紙様式１にあっては保護者欄、別紙様式３

にあっては配偶者欄にそれぞれ記載された者をいう。 

 

２ 支給事由消滅に係る手続きについて 

  児童虐待・ＤＶ事例における児童手当関係事務処理要領について（通知）（人

厚第５６０８号。２４．４．２４。以下「事務処理要領」という。）第２項第

２号による手続き等の際は、次の点に留意して実施すること。 

(1) 説明要領等 

ア 説明は、会議室等の独立した部屋において必ず２名以上で実施すること。 

イ 説明においては、いたずらに感情を刺激することのないよう、むやみに

「加害者」、「被害者」と呼称したり、配偶者からの暴力を訴えている事

例（以下「ＤＶ事例」という。）においては暴力が法的に事実認定されて

いるかのような発言は避けること。 

(2) 説明内容等 

  児童手当法（昭和４６年法律第７３号。以下「法」という。）に基づく児童

手当等（児童手当及び法附則第２条第１項の給付をいう。以下同じ。）は、

児童を監護（児童の生活について通常必要とされる監督、保護）し、かつ生

計同一である場合に支給されるものであることの他、それぞれ次の事柄につ

いてよく理解させること。 

ア 児童虐待事例の場合 

 都道府県からの通知により、児童の監護要件を満たさないことが確認さ 

れた場合は、厚生労働省通知第１第１項の規定により、職権によって児童

手当等の支給事由消滅処理を行うこと。 

イ ＤＶ事例の場合 



  都道府県からの通知により、次のいずれかに該当していることが確認さ 

れた場合は、厚生労働省通知第２第１項の規定により、職権によって児童 

手当等の支給事由消滅処理を行うこと。 

①  ＤＶ被害を訴えている者（以下「申請者」という。）が現に専属的

に児童の監護を行っており、かつ生計同一である場合 

②  現に児童手当等を受給している配偶者の監護が一切ない場合でな

くとも、児童の生計を維持する程度の高い者が申請者であると認め

られる場合 

③  申請者と配偶者が住民票の住所を異にしており、住民票上、児童

と同一世帯に属している申請者と配偶者が生計を同じくしない場合 

 

なお、上記①又は②の場合は、具体的事例として次のような状況が確認

されていること。 

a 裁判所からの「保護命令」、婦人相談所等からの「配偶者からの暴力

の被害者の保護に関する証明書」又は住民基本台帳の「閲覧等の制限」

の対象となっており、かつ次のいずれかに該当すること。 

・  配偶者からの暴力を理由として申請者及びその児童が、配偶者と

は別の世帯として国民健康保険に加入していること。 

・  国家公務員共済組合法の規定による配偶者の被扶養者となってい

ないこと。 

b 申請者と児童が母子生活支援施設に入所している等、配偶者と児童

との間に生活の一体性がないと認められる客観的事実があること。 

(3) 主張が異なる場合の取り扱い 

説明内容と当事者の主張が異なる場合は、それを裏付ける資料等を都道府

県を介し申請者側の市町村に情報提供し、改めて申請者に対する事実確認等

を求める必要が生じる場合があることから、その主張を詳細に聴取すること。 

(4) 児童手当・特例給付支給事由消滅通知書（人厚第５１７５号（２４．４．

１６）第１１項に定める様式をいう。）の記入要領 

ア 「消滅した日」の項 

(ｱ) 児童虐待事例の場合 

親権喪失又は親権停止の審判がなされた日を記入すること。 

(ｲ) ＤＶ事例の場合 

裁判所からの保護命令日、婦人相談所等からの証明書発行日、住民基

本台帳の閲覧等制限の支援措置対象となった日、監護若しくは生計要件

を満たさないと客観的に判断できる場合に該当した日又は国民健康保

険資格取得日等を記入すること。 



イ 「消滅の理由」の項 

「児童手当法第４条に規定する支給要件に該当しないため。」等と記入

すること。 

(5) 関係文書の取り扱いについて 

都道府県からの通知については、取り扱う職員を業務遂行上必要最小限の

者に限定するとともに、当該職員は、当該都道府県からの通知を当事者が閲

覧し又は入手することができないようにすること。 

 

３ その他 

(1) 前項第１号による説明を行った者は、児童手当等支給事由消滅の通知に係

る対応記録（別紙様式）を作成し、児童手当の受給資格等の認定及び支給に

関する事務の取扱いに関する訓令（平成２４年防衛省訓令第１３号）第２条

に規定する俸給支給機関の長等の確認を受けた上、前項第４号の児童手当・

特例給付支給事由消滅通知書の原義とともに保存（５年間）すること。 

なお、前項第３号による際は、当該対応記録の写しを事務処理要領第３項

の報告要領に準じ、順序を経て提出すること。 

(2) 支給事由消滅の通知に対して、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号） 

に規定する審査請求を受けたときは、自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１

７９号）第６５条及び第６５条の２の規定に準じて処置し、事務処理要領第

３項の報告要領に準じ、順序を経て進達すること。 

(3) 別添の「児童虐待・ＤＶ事例における児童手当関係事務処理に関するＱ＆

Ａ」（厚生労働省作成）は細部措置の参考にされたい。 

(4) この要領は、令和４年６月１日から適用する。 

(5) この要領の適用の日前の児童手当関係事務処理については、なお従前の例

による。 

 



別紙様式  
 

児童手当等支給事由消滅の通知に係る対応記録  
 

通  知  年  月  日  令和  年  月  日     時  分～  時  分  

通   知   場   所  
 
 

通知  
の相  
手方  

所  属  
 
 

 
氏  名  
 
 
 
 

官   職  
 
 

階級（級）  
 
 

内容
 

通 知 の 内 容 

 
 
 
 
 

相手方の発言  

 
 
 
 
 

参  考  事  項 

 
 
 

処 置 事 項
  

 

対    応    者  

 
所 属  
官職・階級(級) 
氏 名                                     
 
所 属  
官職・階級(級) 
氏 名  
                                    

確    認
 

 
官職・階級(級) 
氏 名                                     
 

注：１ 本記録は、支給事由消滅通知書の原議とともに保存(５年)すること。  
  ２ 書ききれない事項は、別紙（適宜様式）を添付すること。      



 
児童手当等支給事由消滅の通知に係る対応記録  

（記載要領）  

通  知  年  月  日  令和○○年 ○月○○日   ○時○○分～ ○時○○分  

通   知   場   所  ○○○駐屯地（基地）第○庁舎第○会議室  

通知  
の相  
手方  

所  属  ○○○○○○○隊  
氏  名  
 
 ○  ○  ○  ○  
 

官   職  ○○○○  

階級（級）  ○○○○  

内容
 

通 知 の 内 容 

(例) 
 児童手当の支給要件を説明（児童手当法第４条を抜粋したも

のを提示）した。  
  都道府県からの通知により、児童の監護要件を満たさないこと

が確認されたことから、雇児発 0331 第 3 号（平成 24 年 3 月 31
日）第 22 条の規定により、職権により児童手当の支給事由消滅

の処理を行うことを説明した。  
  最後に、児童手当・特例給付支給事由消滅通知書受領後、当該

決定に不服のあるときは、当該通知書を受けた日の翌日から起算

して３か月以内に防衛大臣に対し審査請求をすることができる

こと説明した。  

相手方の発言  
(例 1)理解した、とのことであった。  
(例 2)・・・・・・について事実と異なるので、事実確認をして

ほしい、とのことであった。  

参  考  事  項 (例 1)趣旨を理解した様子であった。  
(例 2)かなり憤慨しており不服申立の説明は真剣に聞いていた。 

処 置 事 項
 (例 1)報告を実施。  

(例 2)報告を実施するとともに、事実確認方法など指示を仰ぐ。 

対    応    者  

 
所 属     ○○○○○○○隊  
官職・階級(級) ○○隊長 ○○○○  
氏 名         ○ ○ ○ ○      
 
所 属          ○○○○○○○隊  
官職・階級(級) ○○班長 ○○○○  
氏 名         ○ ○ ○ ○      
 

確    認
 

 
官職・階級(級) ○○○○○○○隊長(司令)○○○○  
氏 名         ○ ○ ○ ○      
 

注：１ 本記録は、支給事由消滅通知書の原議とともに保存(５年)すること。  
  ２ 書ききれない事項は、別紙（適宜様式）を添付すること。       



児童虐待・ＤＶ事例における児童手当関係事務処理に関する Q&A 

 

目 次 

《全体的事項について》 

 

 

 

《児童虐待に関する事務処理について》 

 

 

《ＤＶに関する事務処理について》 

 
 

Q１）今回の通知の趣旨・背景は？                   

Q２）今回の通知により、職権による支給事由消滅処理の対象となる「児童

手当等」とは何か？ 

Q３）今回の通知では、 

 ・ 児童虐待については、①児童福祉法第２８条による強制措置が執られ

ている場合及び②親権喪失宣告に係る場合 

 ・ ＤＶについては、医療保険の適用が配偶者と分離していることが書面

上確認できた場合 

  のみが明記されているが、職権により支給事由消滅処理を行うことができ

る範囲はこれらに限定されるのか？ 

Q４）児童相談所設置市の場合は、どのように事務処理を行うのか？ 

   また、児童虐待により、児童に対する措置を行った都道府県と、当該

児童の里親又は入所施設の所在地がある都道府県が異なる場合は、ど

ちらの都道府県が、保護者の居住市町村に対する通知（第一の２の

（１））を行うのか？ 

Q５）支給事由消滅処理を行った保護者への説明はどのように行うのか？ 

Q６）なぜ、ＤＶ事例に関する事務処理においては、①被害者の新住所地の

市町村→②被害者の新住所地の都道府県→③配偶者の住所地の都道府県

→④配偶者の住所地の市町村と、都道府県を経由して通知を行うのか。被

害者の市町村から配偶者の市町村に直接通知すれば足りるのではない

か？ 



 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q７）今回の通知（第二の１の（１）の①）にある「保護命令」や「退去命 

令」が出されている旨を確認する書類は、どのように入手できるのか？ 

Q８）今回の通知（第二の１の（１）の②）にある「配偶者からの暴力の 

被害者の保護に関する証明書」は、どのように入手できるのか？ 

Q９）支給事由消滅処理を行った配偶者への説明は、どのように行うのか？ 

Q１０）個人情報保護との関係はどう考えるべきか？ 



 
A１） 

○ 従来より、児童虐待を行っている者は、監護要件を満たさないものと

解してきたところですが、支給事務を行っている市町村又は所属長にお

いては、受給者に係る児童虐待の事実を把握することが必ずしも容易で

ないために、支給事由消滅処理に向けた運用が行いにくい実情がありま

した。 

 

○ また、ＤＶ被害者が配偶者から逃れ、新たな居住地において児童手当

の申請をした場合についても、どのようにＤＶの主訴を確認し、関係市

町村間で連絡を取りながら配偶者から被害者への支給の切替を行うの

か、その円滑な運用方法が明確でない面がありました。 

 

○ こうした中、各自治体からの疑義照会や、関係者からの適正化を求め

る指摘も踏まえ、今般、これらの事務処理に当たっての指針を定めるこ

ととしたものです。 

（すなわち、従来の監護要件や生計要件についての解釈を変更するもの 

ではなく、従来の解釈に従った事務処理を円滑に行うための通知です。） 

 

○ 市町村及び都道府県（及び児童相談所）の担当者の皆さまには、御負

担をおかけすることとなりますが、適正な児童手当の事務処理に向け、

御理解と御協力を御願い致します。 

 

 
A２） 

○ 「児童手当」に加え、児童手当法附則第６条の規定に基づく「特例給

付」や、同法附則第７条に基づく「小学校修了前特例給付」が該当しま

す。 

 
○ なお、児童扶養手当については、従来より、施設入所の場合は監護

しないものとして取り扱ってきたところ（※）であり、今回の通知の

対象ではありません。 

（※児童扶養手当は、「父と生計を同じくしない児童」の世帯と、父が世帯主である世帯との一般的

な所得状況の差異に着目し、「父と生計を同じくしない児童」の生計費の一部を支援する意義を有

Q１）今回の通知の趣旨・背景は？                   

Q２）今回の通知により、職権による支給事由消滅処理の対象となる「児童

手当等」とは何か？ 



しているが、一方、施設入所の場合、児童の生計費の負担が大きく減じられ、所得状況の差異に

着目した支援を行う意義に乏しいため。） 

 
 

 
A３） 

○ 今回の通知は、これまでの解釈を変更するものではなく、あくまで、

これまでの解釈に沿った実際の事務処理を円滑に行いやすくするための

ものであり、職権による支給事由消滅処理を行うべき典型事例を整理し

たものです。 

 

○ 上記に限らず、客観的事実に基づき、保護者が監護要件を満たさない

と確認できる場合、また、ＤＶの被害者が監護要件及び生計要件を満た

していると確認できる場合は、従来どおり、職権による処理を行って下

さい。 

 
《児童虐待に関する事務処理について》 

 
A４） 

○ 児童相談所設置市の場合は、通知の第一の２(１)のとおり、本通知

において都道府県が行うこととされている事務を、児童相談所設置市

において行っていただくこととなります。このため、大半のケースに

あっては、当該市の内部での通知・報告等になります。 

○ また、児童に対する措置を行った都道府県と、当該児童の里親又は入

Q３）今回の通知では、 

 ・ 児童虐待については、①児童福祉法第２８条による強制措置が執られ

ている場合及び②親権喪失宣告に係る場合 

 ・ ＤＶについては、医療保険の適用が配偶者と分離していることが書面

上確認できた場合 

 のみが明記されているが、職権により支給事由消滅処理を行うことができ 

る範囲はこれらに限定されるのか？ 

Q４）児童相談所設置市の場合はどのように事務処理を行うのか？ 

  また、児童虐待により、児童に対する措置を行った都道府県と、当該児

童の里親又は入所施設の所在地がある都道府県が異なる場合は、どちら

の都道府県が、保護者の居住市町村に対する通知（第一の２の（１））を

行うのか？ 



所施設の所在地がある都道府県が異なる場合は、児童に対する措置を行

った都道府県（児童相談所設置市にあっては当該市）において、保護者

の居住市町村への通知を行って下さい。 

 

 
A５） 

○ 支給事由消滅処理を行った市町村において、ガイドライン（※）第１

８条に基づき、同ガイドラインの様式第７号による支給事由消滅通知書

を作成・送付又は手交して下さい。 

 

○ できる限り、電話又は対面により、 

・ 従来より、児童手当は、監護（児童の生活について通常必要とされ 

る監督、保護）を行っている場合に支給すべきであったが、 

・ 今回の通知により、児童福祉法第２８条第１項第１号に基づく里親

委託又は施設入所の場合は、監護の要件を満たさないものとする運用

が明確化されたことを踏まえ、支給事由消滅処理を行うものである 

ことを説明して下さい。 

 

○ なお、必要に応じ、児童相談所の担当者とも連絡を取り（※「別紙様

式１」の「担当する児童相談所の名称」の欄を参考にして下さい）、当該

保護者の状況など説明に当たっての留意事項を相談するようにして下さ

い。 

 

 

 

《ＤＶに関する事務処理について》 

 
A６） 

○ ＤＶ事例に関しては、被害者及び子どもの安全のため、配偶者に被害

者の新住所地に関する情報が漏れることがないよう細心の注意を払う必

要があります。 

Q５）支給事由消滅処理を行った保護者への説明は、どのように行うのか？ 

Q６）なぜ、ＤＶ事例に関する事務処理においては、①被害者の新住所地の市

町村→②被害者の新住所地の都道府県→③配偶者の住所地の都道府県

→④配偶者の住所地の市町村と、都道府県を経由して通知を行うのか。被

害者の市町村から配偶者の市町村に直接通知すれば足りるのではない

か？ 



○ 一方で、配偶者の住所地の市町村の場合、配偶者との接触・対話の機

会も多いと想定され、担当者の意によらず、何かの機会に新住所地に関

する情報が漏れてしまう可能性が否定しきれません。 

 

○ こうした事情にかんがみ、都道府県を介することにより、配偶者側の

市町村には、被害者の新住所地の情報が入らない仕組みとすることによ

り、被害者及び子どもの確実な保護を図ろうとするものです。 

また、都道府県の児童手当担当において、県内の状況の把握を行う意 

義も有しています。 

 

 
A７） 

○ 「保護命令」や「退去命令」は申立人（DV の被害者）等の請求に基

づき、裁判所によりなされますが、申立人（DV の被害者）等に対して

は、迅速に命令が出された旨を伝える観点から、電話により告知される

こともあり、必ずしも、申立人が入手済みであるとは限りません。 

 

○ この場合は、申立人又は代理人により、裁判所に対し、決定書謄本の

交付請求を行うことにより入手できます。（謄本手数料は用紙１枚につ

き１５０円） 

 
 

 
A８） 

○ 「配偶者からの暴力の被害者の保護に関する証明書」については、次

の３つの相談機関の発行が想定されています。なお、この証明書にお

ける「保護」には、相談（電話相談を除く）のみの場合も含めること

とされています。 

(1)婦人相談所 

(2)婦人相談所以外の配偶者暴力相談支援センター 

(3)配偶者暴力相談支援センター以外の婦人相談員が所属する相談機関 

 

○ なお、証明書を入手した後は、被害者の保護の観点から、証明書に記

Q７）今回の通知（第二の１の（１）の①）にある「保護命令」や「退去 

命令」が出されている旨を確認する書類は、どのように入手できるのか？ 

Q８）今回の通知（第二の１の（１）の②）にある「配偶者からの暴力の 

被害者の保護に関する証明書」は、どこで入手できるのか？ 



載されている相談機関等の情報の取扱いに十分配慮し、絶対に配偶者に

知られることのないようにして下さい。 

 

 
A９） 

○ 支給事由消滅処理を行った市町村において、ガイドライン（※）第１

８条に基づき、同ガイドラインの様式第７号による支給事由消滅通知書

を作成・送付又は手交して下さい。 

 

○ できる限り、電話又は対面により、 

・ 従来より、児童手当は、児童の監護（児童の生活について通常必要

とされる監督、保護）に加え、生計同一である場合に支給されるもの

であること（夫婦がともに要件に該当する場合は、児童の生計を維持

する程度がより高い者が受給者であること） 

・ 今回の通知により、児童を現に監護する者がＤＶ被害を訴えている

ことが確認され、かつ、児童を現に監護する者が配偶者と医療保険上

も分離し、生計を維持する程度が高くなっていると判断される場合

は、配偶者は児童手当の支給要件を満たさないものとする運用が明確

化されたことを踏まえ、支給事由消滅処理を行うものである 

ことを説明して下さい。 

 

○ 説明においては、いたずらに配偶者の感情を刺激することのないよ

う、むやみに配偶者を「加害者」と、児童を現に監護する者を「被害

者」と呼称したり、配偶者からの暴力が法的に事実認定されているかの

ように発言することは避けて下さい。（ＤＶに関する支援は、法的な事

実認定がなくとも広範に行われています。） 

 

○ また、通知の第二の１の（１）の②の「配偶者からの暴力の被害者の

保護に関する証明書」については、証明書に記載されている相談機関等

の情報の取扱いに十分配慮し、絶対に配偶者に知られることがないよう

にして下さい。また、③の住民基本台帳事務処理要領に基づく支援措置

については、被害者が申し出た市町村名等の取扱いに十分配慮し、絶対

に配偶者に知られることがないようにして下さい。 

 

 

Q９）支給事由消滅処理を行った配偶者への説明は、どのように行うのか？ 



 
A１０） 

○ 地方公共団体の保有する個人情報に対しては、一般事業者に対して適

用されている「個人情報の保護に関する法律」（平成１５年法律第５７

号）による個別規制や、国の行政機関に対して適用されている「行政機

関の保有する個人情報の保護に関する法律」（平成１５年法律第５８

号）の適用がなく、各地方公共団体の条例によることとされています。 

 

○ 国の行政機関に対して適用されている「行政機関の保有する個人情報

の保護に関する法律」第８条第２項第３号（※下記参照）においては、

他の行政機関等の法令上の業務遂行に必要な個人情報を提供すること

は、例外的に認められています。 

 

○ 一般に、地方公共団体においても、国の行政機関と同様の個人情報保

護が求められていると解されるところであり、こうした規定の趣旨から

は、今回の通知の範囲内における個人情報の提供・利用は、十分に適切

な範囲内と考えられます。 

 

○ しかしながら、実際の個人情報の提供・利用に際しては、各地方公共

団体における条例に従うこととなるため、自らの地方公共団体の条例に

照らし、条例の手当や、条例に基づく審議会付議等の手続の必要性につ

いて検討の上、速やかに必要な対応を進めていただくように御願いしま

す。 

 

 

《参考》 

 

◎ 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十八号）（抄） 

 

（利用及び提供の制限） 

第八条 行政機関の長は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は 

提供してはならない。 

２  前項の規定にかかわらず、行政機関の長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、利用目的以外の目 

的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供することができる。ただし、保有個人情報を利用目的以外の目的 

Q１０）個人情報保護との関係はどう考えるべきか？ 



のために自ら利用し、又は提供することによって、本人又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認め 

られるときは、この限りではない。 

 

一  本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき。 

 

二  行政機関が法令の定める所掌事務の遂行に必要な限度で保有個人情報を内部で利用する場合であって、当該 

保有個人情報を利用することについて相当な理由のあるとき。 

 

三  他の行政機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人に保有個人情報を提供する場合におい

て、保有個人情報の提供を受ける者が、法令の定める事務又は業務の遂行に必要な限度で提供に係る個人情報を 

利用し、かつ、当該個人情報を利用することについて相当な理由のあるとき。 

 

四  前三号に掲げる場合のほか、専ら統計の作成又は学術研究の目的のために保有個人情報を提供するとき、本人 

以外の者に提供することが明らかに本人の利益になるとき、その他保有個人情報を提供することについて特別の理 

由があるとき。 

３・４ （略）     
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・
・
・
「
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該

当
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し
」
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「
市
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お

け
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に
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」
（
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児

発
第

0
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）
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1
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へ
の
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「
配
偶
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が
認
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ら
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事
例
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る
事
務
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理
フ
ロ
ー
②

婦
人

相
談

所
等

被
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者
B
 

「
配

偶
者

か
ら

の
暴

力
被

害
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扱
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る
証
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書
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つ
い

て
」
（
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0
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月

9
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福
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0
5
0
9
0
0
1

号
）
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づ
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、
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力
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④
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の
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配
偶
者
が
公
務
員
の
場
合

被
害

者
居

住
市

町
村

A
 配

偶
者

か
ら

の
暴

力
の
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及
び

被
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【追加第２版】 

児童虐待・DV 事例における児童手当関係事務処理に関する Q & A 

目 次 

 

 

《全般的事項について》 

 

 

 

 
 

《児童虐待等事例について》 

 

 

Q１１）本通知に基づいて行う都道府県間又は都道府県から市町村に対する 

通知は、法的にどのような性質なのか? 

Q１２）別紙様式により通知を行う際、差出人及びあて先については、都道 

府県・市町村の実情に応じて変更して差し支えないか。 

Q１３）本通知第１の２(２)においては、「当該通知を受けた日の属する月の 

支給分から支給事由消滅処理を行う」とされているが、実際にいつの時 

点から支給停止することとなるのか? 

Q１４）本通知に基づく支給事由消滅処理件数について、後日、実績調査を 

行うことはあるのか？ 

Q１５）本通知第１の２(１)に基づいて都道府県が行う児童福祉法第２８条 

による里親委託又は施設入所に該当する旨の通知については、過去に遡 

って行う必要があるのか? 

Q１６）児童福祉法第２８条に基づく強制入所等の措置や、親権喪失宣告に

係る事例については、まれに児童虐待以外の事例も含まれ得ると考えら

れるが、こうした児童虐待以外の事例の監護の有無をどう考えるべきか? 

また、児童手当法の解説本においては、「監護が親権の有無を問うもの

ではなく」「監護の有無について、実態をよく確認する必要がある」とさ

れているが、本通知は、従来の解釈と異なるのか? 



 
 

 
 

 
 

 
 

 

《DV 事例について》 

 
 

 
 

Q１７）児童福祉法第２８条に基づく強制入所等の措置の事例において、保

護者が費用徴収に応じていたり、児童への面会がある場合、監護の有無

をどう考えるべきか？ 

Q１８）本通知第１の２(１)のように、都道府県が、児童手当受給者の不利

益（支給停止）につながる個人情報を市町村に提供することは、個人情

報保護の観点から不適切ではないか？ 

Q１９）本通知第１の２(２)⑤によって、児童虐待による支給事由消滅処理

がなされた者が転入予定である旨の通知を受けた場合、転入してきた保

護者から児童手当の申請を受けても、却下するということで良いか？ 

Q２０）児童虐待により児童福祉法第２８条に基づき強制入所等の措置が行

われた事例について、入所期間中であっても保護者に改善が認められた

場合に、児童手当を再開することは想定していないのか？ 

また、第２８条に基づく強制入所等措置から、第２７条に基づく同意

入所等の措置に途中で変更された場合についてはどうか？ 

Q２１）ＤＶ事例について、都道府県からの通知を受け、配偶者側の市町村

において配偶者の支給事由消滅処理を行おうとした際に、子の監護に関

する配偶者側の主張が異なる場合は、どのように事実確認を行うべき

か? 

Q２２）被害者側の市町村が、ケースワーク等において既に配偶者側の市町

村と連携を取っており、互いの市町村を承知している場合、児童手当の

支給事由消滅処理のために、新たに都道府県を介する意義がないが、こ

うした場合については、都道府県を介さずに支給事由消滅処理を行って

差し支えないか? 



 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q２３） DV 事例について、被害者側の都道府県から、配偶者の所属庁に通 

知を行うこととされているが、 

① 被害者側の都道府県が配偶者の所属長である場合 

② 配偶者が国家公務員の場合 

はどのように通知すべきか。 

特に①の場合、同一の都道府県庁内において、児童手当担当から職員福利厚

生担当へ通知することとなるため、配偶者自身が児童手当担当を辿っていく

危険性が高く、被害者保護に欠けるのではないか? 

Q２４）本通知発出前に DV により婦人相談所に保護された被害者について、

本通知に基づいた都道府県を通じた事務処理を行い、本通知発出前に遡

って配偶者の支給事由消滅処理を行うことは可能か? 

Q２５）DV 事例に係る事務処理フロー図①について、「※被害者居住市町村 

と配偶者居住市町村が同一の場合には、「④通知」及び「⑦処理結果の

連絡」を省略する。」とされているが、③の事例該当確認書類の送付や、

⑥処理結果の報告も不要という理解で良いか? 



《全般的事項について》 

 

A１１） 

○ 児童手当法上、児童手当の認定は、あくまで市町村長の権限とされて

いるところですが、本通知に基づく別紙様式による通知は、認定の権限

を有する市町村長が、適切に事務を行うために、判断の基礎となる事実

の情報提供を行うものです。 

 

 
A１２） 

〇 事務処理が円滑に行えるよう、適宜、変更していただいて結構です。 

 

 
A１３） 

〇 児童手当法第８条第２項においては、「児童手当の支給は、受給資格

者が（略）認定の請求をした日の属する月の翌月から始め、児童手当を

支給すべき事由が消滅した日の属する月で終わる」 とされています。 

〇 本通知に基づく支給事由消滅処理にあっても、原則として、「支給す

べき事由が消滅した日の属する月」まで支給を行い、翌月から支給停止

を行うこととなります。 

〇 具体的には、以下の例のとおりです。 

《児童虐待事例の場合（本年７月以降）》 

事例１） 平成２０年８月１日に、児童虐待により児童福祉法第２８条 

に基づく強制入所等の措置が行われ、同年８月２日に、都道府県より 

認定権者である市町村に通知がなされた場合 

 

  → 「支給すべき事由が消滅した日」は８月１日に当たり、８月分まで

支給を行い、９月分より支給停止を行うこととなります。 

Q１１）本通知に基づいて行う都道府県間又は都道府県から市町村に対する

通知は、法的にどのような性質なのか? 

Q１２）別紙様式により通知を行う際、差出人及びあて先については、都道

府県・市町村の実情に応じて変更して差し支えないか。 

Q１３）本通知第１の２(２)の①においては、「当該通知を受けた日の属する

月の支給分から支給事由消滅処理を行う」とされているが、実際にいつの

時点分から支給停止することとなるのか? 



《児童虐待事例の場合(本年６月(通知発出時点)における処理)》 

〇 ただし、本通知の発出時点（本年５月）において、既に児童虐待等に 

より児童福祉法第２８条に基づく強制入所等の措置が行われ、又は、親 

権喪失宣告がなされていた場合については、本年５月支給分（６月支払

い分）まで支給を行い、本年６月支給分以降（１０月支払い分）から、

支給事由が消滅したものとして処理を御願いすることとしています。 

 

 《D V 事例の場合》   

事例１） 平成２０年４月１曰に、DV により被害者が配偶者から子ど

もを連れて逃れて婦人相談所に一時保護され、４月１５日に他市町村

に移住し、配偶者と別世帯として国民健康保険へ加入するとともに児

童手当等の相談があった場合 

 

  → 配偶者に対して「支給すべき事由が消滅した日」は、被害者が専ら 

子ども監護・生計維持するようになったことが客観的に確認できる 

時点（※通常は、通知第二の１(１)に掲げる２種類の証明（医療保険に

関する証明及び①～③の配偶者からの暴力に関する証明）が得られた

時点（４月１５曰））となります。 

このため、４月分まで配偶者に支給し、被害者に対しては５月分よ

り支給開始することとなります。 

 

事例２） 平成２０年４月１日に、DV により被害者が配偶者から子ど 

もを連れて逃れて婦人相談所に一時保護され、４月１５日に他市町村 

へ移住し、配偶者と別世帯として国民健康保険へ加入したものの、身 

の危険から外出が困難であった。その後、５月初旬に外出が可能な状 

能に至り、５月１０日に児童手当等の相談があった場合  

  

→ 配偶者に対して「支給すべき事由か消滅した日」は、上記同様、４

月１５日に当たり、４月分まで配偶者に支給することになります。 

被害者に対して支給開始すべき時期については、原則は、「認定の請

求をした日の属する月の翌月から始める」こととされていますが（児

童手当法第８条第２項）、児童手当法第８条第３項においては、「やむ

を得ない理由により（略）認定の請求をすることができなかった場合

において、（略）やむを得ない理由がやんだ後１５日以内にその請求を

したときは、（略）やむを得ない理由により当該認定の請求をすること

ができなくなった日の属する月の翌月から始める」 とされています。 

このため、本事例のように、「やむを得ない理由」（＝身の危険から 



外出が困難）によって認定請求が行えなかった場合であって、当該「や 

むを得ない理由」がやんだ後１５日以内（５月初旬より１５日以内） 

に請求を行っている場合については、「やむを得ない理由」の発生日（＝ 

身の危険から外出が困難となった４月１５日）の翌月（＝５月分）よ 

り支給開始することとなります。 

 

 

A１４） 

〇 本通知発出より一定期間（半年～１年程度）経過後に、児童虐待等又

は DV を理由とする支給事由消滅処理がどの程度行われているか、施行

状況を調査させていただくことがあり得ます。 

 

〇 その際に、確認させていただく事項としては、本通知の別紙様式から

把握できる以下の項目が考えられます。 

 

《児童虐待等事例の場合》 

① 該当する事例(里親委託・施設入所・親権喪失宣告の別) 

②  該当年月日 

③ 支給事由消滅処理年月日(備考欄に記載) 

 

《DV 事例の場合》 

① 被害者と配偶者の居住市町村の別(同一市町村・同一都道府県内

別市町村・他都道府県)  

② 該当する事例(保護命令等・婦人相談所等による証明書発行・支

援措置対象・その他) 

③ 該当年月日 

④ 支給事由消滅処理年月日(備考欄に記載) 

 

〇 なお、各市町村におかれては、 

 ・ 児童虐待により監護要件を満たさないと判断できる事実を都道府県

からの通知に基づかずに把握した場合 

 ・ DV の被害者と配偶者の居住市町村が同一市町村内である場合 

などのように、都道府県を経由せずに、支給事由消滅処理を行う場合が

あり得ると考えられますが、その場合についても、上記の事項を、都道

府県に情報提供するよう努めていただくよう、御協力を御願い致します。  

Q１４）本通知に基づく支給事由消滅処理件数について、後日、実績調査を

行うことはあるのか？ 



（※情報提供の方法については、特に問いませんが、別紙様式の所定欄

に上記の事項のみを記載していただき、不要である個人情報に関する欄

については斜線を付し、処理済みの案件の情報提供である旨を明記して

いただいて送付いただく等が考えられます。) 

《児童虐待等について》 

 

A１５） 

〇 本通知第１の２(１)①に基づく都道府県から市町村への通知について

は、本通知の発出時点（本年５月）において、現に里親委託又は施設入

所中の児童を対象とし、里親委託又は施設入所の時点が何時であるかを

問うものではありません。 

〇 ただし、このような場合については、Ｑ１３のとおり、本年５月支給

分（６月支払い分) まで支給を行い、本年６月支給分以降 (１０月支払

い分) から、支給事由が消滅したものとして処理を御願いすることとし

ています。 

 
A１６） 

〇 児童福祉法第２８条に基づく強制入所等の措置や、親権喪失宣告に係 

る事例については、ほとんどが児童虐待に関するものと想定されますが、 

仮に児童虐待に関する事例でない場合であっても、 

 ・  強制入所等の措置は、「児童を虐待し、著しくその監護を怠り、そ 

の他保護者に監護させることが著しく当該児童の福祉を害する場合」 

（児童福祉法第２８条第１項)に講じられる措置であること、 

 ・ 離婚により親権者でなくなった父又は母や、認知した子に対して親 

権者とならない父等、親権がなくとも監護の可能性が想定される事例

Q１５）本通知第１の２(１)①に基づいて都道府県が行う児童福祉法第２８

条による里親委託又は施設入所に該当する旨の通知については、過去に

遡って行う必要があるのか? 

Q１６）児童福祉法第２８条に基づく強制入所等の措置や、親権喪失宣告に

係る事例については、まれに児童虐待以外の事例も含まれ得ると考えら

れるが、こうした児童虐待以外の事例の監護の有無をどう考えるべき

か? 

また、児童手当法の解説本においては、「監護が親権の有無を問うも

のではなく」「監護の有無について、実態をよく確認する必要がある」と

されているが、本通知は、従来の解釈と異なるのか? 



は想定されるが、親権喪失宣告により親権を剥奪された者に関しては、 

監護要件を満たしている事例は想定し難い 

と考えられます。 

〇  このため、強制入所等の措置又は親権喪失宣告に係る事例については、

一般に、その保護者は監護要件を満たしていないと考えられます。 

それでもなお、監護の有無の判断に関し特段の事情が認められる等、

判断が困難な具体的事例がある場合は、個別に御照会下さい。 

 
A１７） 

〇 監護の有無の判断に際しては、従来、   

・ 「入所措置そのものが、父母の監護を排除するものではなく」、「たと

えば、父母が随時、面接、文通等を行っている場合は、監護の要件が満

たされると認められる」（昭和 46 年児発第 495 号)  

とする一方、  

 ・  「「監護」の有無を判断するに際しては、監護についての親権者とし

ての責任を放棄して子を放置しているとき、暴行を加え、あるいは虐待

するとき、著しく不行跡であるとき、その他親権の濫用あるいはこれに

準ずるような場合には、当然、監護をしていることにはならない。」（昭

和 46 年 12 月 8 日児手第 40 号）  

と解してきたところです。 

 

〇 こうした従来の解釈を総合的に勘案すれば、児童福祉法第２８条に基

づく強制入所等の措置の事例に関しては、施設入所一般とは異なり、通

常、父母に面接等の行為が見られるからといって、監護要件を満たして

いるという判断にはならないと解されます。 

 

A１８） 

〇 前回の Q&A の Q10 のとおり、地方公共団体の保有する個人情報に対

しては、各地方公共団体の条例によることとされています。 

Q１７）児童福祉法第２８条に基づく強制入所等の措置の事例において、保 

護者が費用徴収に応じていたり、児童への面会がある場合、監護の有無 

をどう考えるべきか？ 

Q１８）本通知第１の２(１)のように、都道府県が、児童手当受給者の不利 

益（支給停止）につながる個人情報を市町村に提供することは、個人情 

報保護の観点から不適切ではないか？ 



〇 一般的に、 

・ （提供先となる）地方公共団体の事務の遂行のためにやむを得ない 

と認められる場合 （※下記の＿の場合） 

・  公益上の必要性その他相当な理由がある場合（※下記の＿の場合） 

については、個人情報の第三者提供を認める条例が多いですが、本通知 

に基づく個人情報の提供は、児童手当の事務の遂行のためにやむを得な 

いものであると考えられます。 

〇 自らの地方公共団体の個人情報保護条例を御確認いただき、速やか 

に必要な対応を進めていただくよう御願い致します。 

《都道府県の個人情報保護条例の例》 

 

 
A１９） 

〇 転入先の市町村において、転出元である市町村から本通知第１の２(２) 

⑤による通知を受けている場合には、 

・ 申請のあった保護者本人への確認により、施設入所等の継続が確認さ 

れた場合には、本通知第１の１の(１)又は(２)に該当する状態が継続して 

（個人情報の利用及び提供の制限） 

第七条 実施機関は、個人情報を取り扱う事務の目的以外の目的のために個人情報を利用し、又 

は提供してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、次の各号のいずれかに該当するときは、個人情報を取 

り扱う事務の目的以外の目的のために個人情報を利用し、又は提供することができる。ただし、当 

該利用又は提供によって、本人又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認められ 

るときは、この限りでない。 

一～六 （略） 

七 県の機関、国、独立行政法人等、他の地方公共団体又は地方独立行政法人(以下この項にお 

いて「県の機関等」という。）に提供する場合（犯罪の予防等を目的として提供する場合を除く。) 

で、当該提供が当該県の機関等の事務又は事業を遂行するためやむを得ないと認められるとき。 

八・九 （略） 

十 審議会の意見を聴いた上で、公益上の必要その他相当な理由があると実施機関が認めたとき。 

Q１９）本通知第１の２(２)⑤によって、児童虐待による支給事由消滅処理 

がなされた者が転入予定である旨の通知を受けた場合、転入してきた保 

護者から児童手当の申請を受けても、却下するということで良いか？ 



いれば児童手当の支給対象とならない旨を説明することとし、 

・ 保護者本人への確認が行えない場合は、担当する児童相談所等（ ※転 

入元市町村から送付を受けた別紙様式１に記載）への確認により、施設退 

所等の事実が確認された場合には、通常の児童手当の支給の審査を行って

下さい。 

〇 また、転入元である市町村からの通知が必ずしもない場合であっても、

児童手当の認定請求書において、「支給要件児童」の「同居・別居の別」の

欄が「別」となっている場合には、住所地が施設の住所でないか等、従来

どおり監護の実態を慎重に確認するよう御願い致します。 

 
A２０） 

〇 強制入所等措置については、「保護者に監護させることが著しく当該児 

童の福祉を害する」（児童福祉法第２８条）と判断される場合に行われる 

ものであり、当該強制入所等の措置が継続している場合、監護要件を満た 

しているとは判断できません。 

 

〇 また、同意入所等の措置に変更された場合の取扱いについてですが、前

回の Q&A の Q３のとおり、本通知は、職権による支給事由消滅処理を行

うべき典型事例として強制入所等措置の場合を挙げているものであり、同

意入所等の措置の場合であっても、客観的事実に基づき、保護者が監護要

件を満たさないと判断される場合は、児童手当の支給を行うべきではあり

ません。 

《DV について》 

 

A２１) 

〇 配偶者側の市町村より、配偶者側の主張及びそれを裏付ける事実等を、

Q２０）児童虐待により児童福祉法第２８条に基づき強制入所等の措置が行 

われた事例について、入所期間中であっても保護者に改善が認められた 

場合に、児童手当を再開することは想定していないのか？ 

また、第２８条に基づく強制入所等措置から、第２７条に基づく同意 

入所等の措置に途中で変更された場合についてはどうか？ 

 

Q２１）ＤＶ事例について、都道府県からの通知を受け、配偶者側の市町村

において配偶者の支給事由消滅処理を行おうとした際に、子の監護に関 

する配偶者側の主張が異なる場合は、どのように事実確認を行うべき 

か? 



都道府県を介し、被害者側の市町村に情報提供し、改めて被害者に対する

事実確認等を求める等の対応が考えられます。 

 
A２２） 

○ 差し支えありません。 

   なお、その場合は、本 Q＆A の Q１４の《DV 事例の場合》①～④の事 

項について、都道府県に対し、報告するよう御願い致します。 

 
A２３）   

〇 ①については、被害者の居住市町村から厚生労働省児童手当管理室（指 

導係）宛に通知第ニの１(１)又は(２)のいずれかに該当する旨を確認でき 

る書類の送付を行っていただき、当室より、配偶者の所属庁へ別紙様式３

により通知することとします。 

〇 ②については、被害者側の都道府県から、配偶者の所属庁に対する通知

を御願い致します。 

 

A２４） 

〇 本 Q&A の Q１３のとおり、児童手当法第８条第２項においては、「児

童手当の支給は、受給資格者が（略）認定の請求をした日の属する月の

Q２２）被害者側の市町村が、ケースワーク等において既に配偶者側の市町

村と連携を取っており、互いの市町村を承知している場合、児童手当の

支給事由消滅処理のために、新たに都道府県を介する意義がないが、こ

うした場合については、都道府県を介さずに支給事由消滅処理を行って

差し支えないか? 

Q２３）ＤＶ事例について、被害者側の都道府県から、配偶者の所属庁に通 

知を行うこととされているが、 

① 被害者側の都道府県が配偶者の所属庁である場合 

② 配偶者が国家公務員の場合 

はどのように通知すべきか。 

特に①の場合、同一の都道府県庁内において、児童手当担当から職員福利厚 

生担当へ通知することとなるため、配偶者自身が児童手当担当を辿っていく 

危険性が高く、被害者保護に欠けるのではないか? 

Q２４）本通知発出前に DV により婦人相談所に保護された被害者について、

本通知に基づいた都道府県を通じた事務処理を行い、本通知発出前に遡

って配偶者の支給事由消滅処理を行うことは可能か? 



翌月から始め、児童手当を支給すべき事由が消滅した日の属する月で終

わる」とされていますが、同条第３項においては、「やむを得ない理由に

より（略）認定の請求をすることができなかった場合において、（略）や

むを得ない理由がやんだ後１５日以内にその請求をしたときは、（略）や

むを得ない理由により当該認定の請求をすることができなくなった日の

属する月の翌月から始める」とされています。 

 

〇 このため、被害者が、「やむを得ない事情」（例：逃亡による身の危険 

から外出が困難となった日）がやんだ後１５日以内に請求を行っている 

場合については、配偶者に対する児童手当を、支給すべき事由が消滅し 

た日（例：子の監護及び生計維持を行わなくなった曰）の支給月分まで 

として支給事由消滅処理を行うとともに、被害者に対し、その翌月から 

支給行うことが考えられます。 

 

 
A２５） 

〇 ③の事例該当確認書類の送付については不要ですが、処理結果について 

は、本 Q&A の Q１４の《DV 事例の場合》①～④の事項について、都道 

府県に対し、報告するよう御願い致します。 

Q２５）DV 事例に係る事務処理フロー図①について、「※被害者居住市町村 

と配偶者居住市町村が同一の場合には、「④通知」及び「⑦処理結果の 

連絡」を省略する。」とされているが、③の事例該当確認書類の送付や、 

⑥処理結果の報告も不要という理解で良いか? 


